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2024年 9 月15日～202４年10月14日の主な出来事（新聞記事等より）

9.18 大津町33％地価上昇　全国一
熊本県が17日に発表した2024年 ７ 月 １ 日時点の基準地価は、大津
町の地点の前年からの上昇率が、商業地と工業地のいずれでも、
全国トップとなった。ＴＳＭＣの半導体工場の菊陽町への立地が、
周辺地域の地価を軒並み押し上げた。大津町室と大津町大津の商
業地の上昇率が33.3%。同じく大津町室の工業地も33.3%だっ
た。この ３カ所が林地を除く全国 ２万1003地点の中で最も高い伸
びを示した。大津町室の商業地は ２年連続の全国一。

9.21 熊本－釜山線　定期便就航へ
韓国の格安航空会社（ＬＣＣ）のイースター航空は熊本空港
と韓国・釜山を結ぶ定期便を12月19日に就航する。熊本空港
発着の釜山線が運航するのは初めて。毎日 1往復する。現在、
熊本空港の国際路線は台湾・台北線（週12往復）、香港線（週
4往復）、韓国・ソウル線（週 7往復）の三つとなっている。
韓国のＬＣＣのティーウェイ航空が運航するソウル線につい
ては、 8月までの 1年間の搭乗率が79.1%と高かった。

9.22 第 3工場　熊本にチャンス
日本の内閣官房に当たる台湾国家発展委員会
の劉鏡清主任委員は、ＴＳＭＣの熊本進出に
ついて、「発展には自信を持っている」と指
摘。第 1、第 2工場が菊陽町に立地する状況
を踏まえ、第 3工場の誘致も「チャンスは非
常に大きい」との見方を示した。

10.1 価格転嫁「できている」73％
帝国データバンク熊本支店がまとめた価格転嫁に関す
る調査によると、コスト上昇分を「多少なりとも価格
転嫁できている」と回答した県内企業の割合は 7月時
点で計73.7%だった。2023年 7 月の調査から約 9ポイ
ント上昇し、最下位に低迷していた都道府県別の順位
は ８つ上げて39位となった。転嫁できているとした企
業の割合は、全国平均より4.7ポイント低い。

10.3 県内 4社　ライドシェア参入
タクシー事業者が運営主体となり一般ドライ
バーが有償で利用者を運ぶ「日本版ライドシェ
ア」に関し、熊本県内最大手のTaKuRoo（熊
本市）など 4社が、11月15日からの県内初導入
に向けて準備を進めていることが 2日、分かっ
た。県内でも深刻となっているタクシー運転手
の不足や「移動の足」の確保に対応する。

10.4 最低賃金　10/ 5 から952円へ
熊本県の最低賃金が54円増の時給952円になるのを前に、熊
本労働局職員や熊本地方最低賃金審議会委員らが 3日、熊
本市西区のＪＲ熊本駅で通勤客らに賃上げをＰＲした。最低
賃金の54円増は、時給方式で示されるようになった2002年
度以降で最大の引き上げ幅。熊本労働局の金成真一局長は
「最低賃金の引き上げを労働者や企業に認識してもらい、助
成金の周知などで賃上げの環境をつくっていく」と話した。

10.5 熊本市の税収　過去最高
熊本市が公表した2023年度決算概況によると、市税収
入は前年度比2.1%増の1280億6850万円と過去最高に
なった。市税収入は、コロナの 5類移行に伴う雇用回
復の動きを背景に納税義務者数や所得金額が増加した
ことで個人市民税が増加。大型マンションの開発など
による固定資産税の増収も影響した。この結果、歳入
は前年度比1.3%増の4136億1263万円となった。

10.7 県内倒産　 3 年連続増
東京経済熊本支社が 7日発表した2024年度
上半期（ 4～ 9月）の県内企業倒産件数（負
債額 1千万円以上）は41件で、前年同期に
比べ 2件増えた。増加は 3年連続。負債総額
は23.1%減の35億6300万円で 2年連続の減少
だった。負債額10億円以上の大型倒産は前年
に続いてなかった。

10.11 熊本県・市職員　時差出勤　朝の交通量 ３％減
熊本都市圏の渋滞解消を目的に熊本県と熊本市が合同で取り組
んだ時差出勤について、木村敬知事は10日、熊本市の主要交差
点で朝の通勤時間帯に車の交通量が減ったとする調査結果の速
報値を公表した。県は 9月 6日、渋滞発生ポイントとなってい
る熊本市の保田窪北交差点で車の交通量を調査。23年の同時期
と比較したところ、午前 6時台では4.0%増加した一方、午前
8時台は3.0%減、午前 7時半～ 8時半では1.8%減った。

10.12 新たな県営工業団地整備　県と八代市　覚書
熊本県と八代市は11日、新たな県営工業団地を八代ＩＣ北東
側の八代市岡町周辺に整備すると正式に発表した。菊陽町に
進出した台湾積体電路製造（ＴＳＭＣ）の経済波及効果を県
南地域に波及させるため、企業の受け皿整備を進める。予定
地は、岡町と興善寺町、千丁町吉王丸一帯の農地が広がる地
域で、敷地面積は約25ｈ。年度内に基本設計と用地取得に着
手し、2028年度の分譲開始を目指す。事業費は概算で35億円。
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